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 10 月６日に開かれた福岡市議会決算特別委

員会総会で松野隆議員は、ウィズコロナ時代に

おける市の経済回復策と観光支援について、市

長らの考え方を質しました。 

この中で、新型コロナ感染症で国内旅行会社

が大きな影響を受けているとして、支援策強化

を訴えました。中でも修学旅行の中止や変更に

伴うキャンセル料が旅行会社の負担になって

いるケースもあることから、保護者の負担軽減

や観光関連業者救済のため、国の地方創生臨時

交付金を活用して、キャンセル料は市が負担す

べきと訴えました。 

これに対し、市側は 

新型コロナ感染症対応 

地方創生臨時交付金の 

活用も含め検討する旨 

回答しました。 

決算特別委員会 

旅客船協会の市長要望を支援 公明、自民の両市議団 

福岡地区の旅客船やフェリー業者などで構成する福岡地区旅客船協会は、さる１０月８日、

福岡市長に対し「新型コロナウイルス感染症対策に関する要望」を行いました。これには公明

党福岡市議団と自民党福岡市議団の代表が同席し、要望の実現を訴えました。 

旅客船・フェリーの航路事業は、公共交通機関や観光産業の担い手として重要な役割を果た

しているものの、新型コロナの影響で厳しい経営環境にさら 

されていることから、港湾施設使用料の減免を市に要望した 

もので、公明党から松野議員も出席しました。 

公明党福岡市議団：福岡市中央区天神１丁目 8－１  自宅・事務所：福岡市南区長丘２丁目              

TEL：092-711-4728  市議団ホームページ：https://www.komei-fukuokacity.net/                 

 

 

 福岡市議会議員 

【公明党】南区 松野 隆 NEWS 

 

福岡市ホームページに 

初の化学物質過敏症の啓発情報！ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
また、同総会で松野議員が化学物質過敏症

で苦しむ市民に対する市の支援策を強く要望

したところ、さっそく、 

福岡市のホームページに 

初めて、化学物質過敏症 

に関する啓発情報が掲載 

されました。 
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コロナ禍に苦しむ観光業者救済へ 

修学旅行キャンセル料は市の負担で 
 

 

 

決算特別委員会で登壇  
福岡市ホームページ 

「化学物質過敏症についてご理解ください」 



  

 さる１０月１日、福岡市中央区の福岡市民

福祉プラザ３階に「福岡市成年後見推進セン

ター」がオープンしました。これは、松野議

員が令和２年６月の第４回定例市議会一般質

問で、成年後見センターの機能強化について

提案し、開設を推進してきたものです。 

【設置場所】 

市民福祉プラザ３階 

（中央区荒戸３丁目） 

【開所時間】 

火～土曜日 ９時～17 時 

（祝休日・年末年始を除く） 

成年後見推進センターがオープン 

【成年後見制度に対する相談】 

成年後見制度についての相談を受け、制度を

利用するための手続きなどの説明を行いま

す。 

【成年後見相談会】（専門職相談・予約制） 

月１回、弁護士、司法書士、社会福祉士が 

月替わりで相談会を行います。 

毎月第２火曜日 13 時～16 時 

１件あたり４５分以内（無料） 

※申し込み受付は事前予約制で先着順、来所

でのご相談となります。 

電話：092-753-6450    

成年後見推進センター 

ホームページ 

グリーンボンド発行へ認証を取得 
 

松野たかしホームページ https://www.komei.or.jp/km/matsuno/ 

E-mail：matsuno@komei-fukuokacity.net 
 

 松野隆議員は今年３月議会で、脱炭素社会実現に向けて環境事業に資金を使うことに限定した

グリーンボンド（環境債）の発行を提案していましたが、福岡市はこのほど、グリーンボンド発

行の前提となる、第三者機関からの認証を取得しました。 

 これは、市が対象のプロジェクト、資金管理方法などについて定めた「福岡市グリーンボンド・

フレームワーク」が株式会社格付投資情報センターにより、国際資本市場協会によるグリーンボ

ンド原則 2021 及び環境省グリーンボンドガイドライン 2020 版に適合していると認証された

ものです。 

 市は令和３年度事業として、５０億円の発行を予定、①博多区新庁舎整備事業、②地下鉄施設

の改良及び節義更新、新車両導入、③雨水整備レインボープラン――などに活用することにして

います。 
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